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1．はじめに 

地震により発生する被害の 1 つとして宅地擁壁の崩壊が挙げられる。平

成 28 年熊本地震では，熊本県内で約 4000 件 1)以上の宅地擁壁が被災し，

その中でも空石積擁壁の被災率が高かった 1)。擁壁の補強方法の一つに天

端に対し下向きに直杭，斜杭を交互に挿入する補強方法 2)がある。この補

強方法は使用する補強材本数が多く，施工費が高くなることから，宅地擁

壁の補強には進んで適用されていない。そこで著者らは図-1に示すように

補強材に斜杭のみを用い，擁壁上部と補強材頭部を一体化させる補強方法

を提案している 3)（以下「一体化傾斜」と呼ぶ）。本報告では，一体化傾斜

補強の補強領域の大きさの違いが地震時の擁壁補強効果に与える影響を

確認するために，遠心場震度法シミュレータ 4)を用いた遠心場傾斜土槽実

験を行った。 

2．遠心場震度法シミュレータ 

 使用した遠心場震度法シミュレータの外観を写真-1に示す。これは遠心

場にて土槽を傾斜させることで水平力（＝構造物質量×設計加速度）とし

て kh=tanθ（ここでは，khは水平震度，θ は傾斜角度）を模型地盤に作用さ

せることができる装置である。 

3．実験概要 

3-1模型地盤と実験ケース 

 模型空石積擁壁の規格を図-2に示す。擁壁ブロックと基礎には，ジルコ

ンサンドと珪砂 7 号を 1:1 の割合で混合し，水セメント比を 18%としたモ

ルタルを型枠に流し込み作製したものを使用した。擁壁背面地盤は，気乾

状態の珪砂 7 号を空中落下法にて相対密度が 60%になるように作製した。 

 表-1 に実験ケースを示す。実験ケースは全 3 ケースで，Case-1 は無補

強。Case-2，3 はそれぞれ法肩から 45mm，30mm 離した箇所に 7 本の補強

材を地盤に対して 70 度傾け設置

し，最上部の擁壁ブロックと補強

材上部を塩ビ板（肉厚 5mm）とエ

ポキシ系接着剤により一体化（剛

結）させた「一体化傾斜（大），

（小）」補強である。補強材には，

実地盤換算で D26 の鉄筋の曲げ剛性と合わせるために肉厚 1mm×幅 5mm のアルミ板を使用した。補強材下端部は
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図-1一体化傾斜補強 

 
写真-1遠心場震度法シミュレータ 

 
図-2使用した模型擁壁の規格 

 
図-3模型地盤簡略図 
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表-1実験ケース 
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土槽底面と剛結させ，上部はレジン製の治具を用い補強材同士を

一体化させている。計測項目は図-3に示すように，土槽側面に取

り付けたレーザー変位計による最上部，中部，下部の擁壁ブロッ

クの変位，最上部の擁壁ブロックに取り付けた 1 軸加速度計によ

る擁壁傾斜角度，最上部，中部，下部の擁壁ブロックに取り付け

た圧力計による土圧，図に示す補強材の位置に張り付けたひずみ

ゲージからの曲げモーメントおよび軸力， HDV カメラにより撮

影された背面地盤の

挙動とした。ここで

は紙面の都合上，擁

壁ブロックに加わる

土圧，HDV カメラか

らの映像を用い行っ

た画像解析結果につ

いて述べる。 

3-2．実験手順 

本実験では，遠心加速度 20G 到達後，約 3 分間変形の収束を計測機器から確認した後に速度 0.17 度/sec で擁壁が

崩壊に達するまで最大 30 度（kh=0.58）まで傾斜を行った。以下に実験結果をすべて実地盤換算した値で示す。  

4．実験結果  

 図-4に各ケースにおける水平震度と平均土圧の関係を示す。平均土圧とは計測した最上部，中部，下部の土圧値

に擁壁高さの 1/3 を乗じ，それらを足し合わせたものである。また図は，20G 到達時の平均土圧値を 0 としている。

Case-1（無補強）は水平震度が 0.3 に到達するまで平均土圧を減少させ，その後緩やかに平均土圧を増加させながら

水平震度 0.47 到達時に崩壊した。Case-3 は最大水平震度に到達まで平均土圧値が増加し続け，擁壁が全壊しなかっ

たのに対し，補強領域が大きい Case-2 は，水平震度 0.53 時に平均土圧が急増し擁壁が全壊した。この土圧による結

果から，補強領域を小さくすることで，擁壁が抵抗できる土圧が大きくなることが分かった。 

 本研究では，TN-SKIP5)を用い画像解析を行った。これは変形前の画像と変形後の画像の色の濃淡，輝度の変化か

ら変位やひずみを解析できる方法である。画像解析には，擁壁が全壊した Case-1，2 において変形前と全壊 6 秒前

の画像を用い，Case-3 において変形前と最大水平震度到達時の画像を用いた。図-5 に全ケースにおける最大せん断

ひずみの発現に着目した画像解析結果を示す。図から，全ケースにおいて線形の最大せん断ひずみの卓越（以下「す

べり線」と呼ぶ）が見られた。最大せん断ひずみの大きさは，Case-3 が最も小さかった。また Case-2 は，地盤内の

補強材を通過するすべり線と，補強領域内でのみに発生するすべり線の 2 本のすべり線の発現を示した。また，そ

れら 2 本のすべり線の最大せん断ひずみの大きさを比較すると，補強領域内でのみ発生したすべり線の方が大きく，

Case-2 は補強領域内で崩壊が発生していたことが分かった。このことより，補強領域を大きくすることで，擁壁が

補強領域内で崩壊しやすくなることが分かった。 

5．まとめ 

本報告では，一体化傾斜補強における補強領域の大きさの違いが補強効果にいかなる影響を及ぼすのかを確認す

ることを目的に，遠心場傾斜土槽実験を行った。その結果，補強領域を大きくすることで擁壁が受け持つことがで

きる土圧が低下し，補強領域内で崩壊しやすくなることが分かった。 
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図-4水平震度と平均土圧の関係 
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図-5 画像解析結果 
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